
　　　　　　　　 「激動の国際情勢と日本」�
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　　　　　　　　戦争の現実；　　　　　　　　�
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　　　　　　　　�
�

 
 
 
　　　　　　　　　　　　　　 
�
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ニッポンドットコム理事長（元国連事務次長）赤阪清隆�
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０２４年１０月、ラサール神奈川会�
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１，閉塞感漂う不安と危機の時代�

�
n  米国：ハリスかトランプか？１１月５日（火））�

n  ロシア：プーチン政権（２０００年～、あと２期１２年？）�

n  中国：習近平体制（２０１２年～、２０２２年から３期目　）�

n  北朝鮮：金正恩政権（２０１１年～　）�

n  台湾：民進党頼清徳総裁（２０２４年5月２０日～）�

n  韓国：尹錫悦（ユン・ソンニョル）大統領（２０２２年～２７年）�

n  日本：石破新政権・総選挙（10月27日）�

�
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u イスラエルのガザ、対ヒズボラ・イラン紛争�

u ウクライナ戦争はいつ終わるのか？　　　�

u 中国は台湾に侵攻するか？�

u AI（人口知能）は職を奪うのか？�

u 気候変動は抑止できるのか？�

u 新しい感染症症はやってくるか？�

u イランの核開発�

u SDGｓ（～２０３０年）�

u エネルギー危機�

u 食料危機�

u 女性のエンパワーメント�

u その他�

	
	

現下のグローバルな危機と課題�
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4	2022年6月28日�

世界の分断�
Great Fracture�

出典：NHK解説委員室�



�

�

�

�
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欧州「親ロ派ベルト」形成も　オーストリアで極右勝利�
2024年9月30日 �
�

中東欧で親ロシア派の政党が勢力を伸ばし続けている。�
29日に投開票されたオーストリア下院選では、極右で親
ロ的な自由党が第1党に台頭。�
�
ドイツでも9月の東部3州の州議会選で、親ロの極右政
党「ドイツのための選択肢（AfD）」が躍進した。長引く経
済の低迷で、生活苦にあえぐ市民に排外的な極右の主
張が支持されやすくなっている事情が背景にある。�

オーストリア 極右政党 初めて第1党の見
通し 連立協議が焦点　�
2024年9月30日�
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THE	STATE	OF	SOUTHEAST	ASIA:	2024		

ＡＳＥＡＮ１０か国、米中なら「中国を選ぶべき」過半数…「
一帯一路」で中国の投資増加が背景か�
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０２４年４月５日付読売新聞�

調査は１月３日～２月２３日に行った。加盟１０か国の政府や
民間企業、研究機関に所属する職員ら１９９４人が回答。　中
国を選んだ割合が最も高かった国はマレーシアで７５・１％に
達し、インドネシア７３・２％、ラオス７０・６％と続いた。　
米国を選んだのは、フィリピンの８３・３％が最高で、次いで
ベトナム７９・０％、シンガポール６１・５％。�
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これまでに得られた外交の教訓：�
「宥和政策は成功しない」�
�
l 対ロシア：　安倍・プーチン協議；経済協力・領土交渉�

l 対中国：米国等の中国宥和策の失敗（鄧小平の韜光養晦（とうこ
うようかい）路線からの習近平による修正）�

l 対北朝鮮：　６カ国協議、KEDO（朝鮮半島エネルギー開　　　
発機構）の失敗�

l 対イラン：２０１５年イラン核合意�

l 台湾有事：アメリカのあいまい戦略�

l ウクライナ戦争：２０１５年ミンスク合意�
�
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２０２２年12月1４日�

「中国の世紀がやって来るか？�

中国GDP、米国超え困難に�
—標準シナリオ、習氏３期目で逆風�
—2030年代、１％台成長定着の可能性�

米中のＧＤＰ逆転は37年、日本は４位を堅持　－　英シンクタンク予測      �
2023年12月26日、Bloomberg　	

2024年4月30日�
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飢餓、病気、戦争を克服した現人類の
次の課題は、不死、幸福、神性である。
人間の能力をはるかに超えるAIと生物
工学が、これまで人間が作り上げた政
治、経済、社会制度を無用の長物と化
す。次に来るのは、データの世紀だ。
（ユヴァル・ノア・ハラリ、２０１７年）�

データの世紀�

データ資源は企業や国の競争力を高め、世界の経済成長の原動力となる。
一方、膨大なデータを独占するIT（情報技術）企業への富と力の集中や、
人工知能（AI）のデータ分析が人の行動を支配するリスクなど人類が初め
て直面する問題も生んでいる（日経新聞）	
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欧米で進むAI規制　出遅れ日本、強制力な
き「ソフトロー」があだに�
2024年7月4日、日経ビジネス�

1. 米国や欧州で、AIの法規制が進んでいる�
2. 生成AIが悪用される例もあり、コンプライアンス対策は重要だ�
3. 強制力のあるルールづくりで日本が取り残されるかもしれない�

生成AI�
• 会話タイプ；要約タイプ；翻訳タイプ；記事作成タイプ；画像生成タイプ；動画生成
タイプ；音楽生成タイプ；コード生成タイプ；その他、スケジュール管理や3Dモデ
ルの作成など、他の特定の用途に特化�
�
l  チャットGPT�
l  グーグルGemini�
l  Microsoft Copilot 
l  Bing　など 



２， 現下のグローバルな危機�

�

l 平和と安全の危機（国際秩序への挑戦）�

•  　　ウクライナ戦争�

•  　　イスラエル・ガザ戦争、イスラエル・ヒズボラ紛争�

•  　　イスラエル・イラン紛争�

•  　　台湾有事の可能性�

l 食料危機　（2023年、3億3300万人が食料不安に直面ーWFP）�

l エネルギー危機　（ロシア経済制裁、脱炭素）�

l 地球温暖化（地球沸騰化）危機�
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ウクライナ戦争の日本への教訓�

�

�

�

�

�

�
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（１）戦争の推移の予測は難しいこと。特に結末の予想は。�
�
（２）危機のリーダーシップが大事なこと。�
�
（３）戦争を戦い抜く国民の高い士気の重要性。�
�
（４）自国の自衛力の重要性。�
�
（５）同盟の存在の重要性。�
�
（６）核抑止力の信頼性。 
	

「日本は危機と有事に対する備えがあまりにも乏しいことが明白になった。�
世界は自ら助くるものを助く。一国の安全保障は、国民自らが当事者意識を
持たないと守れない。国民が社会と政治過程により深く参画し、自らを守り、
国を守る、そのような「国のかたち」が求められる時代となったのだ」（船
橋洋一、「国民安全保障国家論」２０２２年）�

ハフポスト	



台湾有事の可能性�

�

u （１）中国の意図は？�

u （２）台湾に武力侵攻するとすれば、いつ？�

u （３）侵攻はどのように展開されるのか？�

u （４）台湾の重要性。軍事力は？�

u （５）米国の立場。派兵するか？�

u （６）国際的な反応、特に国連はどうするか？�

�
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2027年？�
CIA長官 “2027年までに台湾侵攻の準備を 中国 習主席が指示”　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2023年2月3日�
　アメリカ CIAのバーンズ長官は、中国の習近平国家主席が2027年までに台湾侵攻
の準備を行うよう軍に指示しているとの見方を示しました。　　2027年は中国共産党
のトップとして3期目を迎えている習主席の任期の終わりにあたる年で、アメリカのイ
ンド太平洋軍のデービッドソン前司令官も、おととし、台湾侵攻について、この年まで
に「脅威が顕在化する」と発言しています。�

習氏、台湾侵攻計画否定　米中会談で平和統一強調�
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０２３年11月17日�

　中国の習近平国家主席はサンフランシスコ近郊での１５日の米中首脳会談で、中
国が台湾への軍事侵攻を計画しているとの見方を否定した。習氏は会談で、中国
が台湾に関し２０２７年や３５年に軍事行動を起こすことを計画しているという米国で
の報道を把握していると言及。「そうした計画はなく、誰もこれについて私に話した
ことはない」と語ったとされる。少しいらだった様子だったという。�
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カギは4期目となる“2027年”。台湾をめぐり緊張が続くア
メリカと中国　ー　NHKキャッチ!世界のトップニュース�



台湾有事の際の日本の対応�

�

u 台湾在留日本人の引き上げ（沖縄などからの住民避難？）�

u 台湾への非軍事的な支援�

u 中国に対する制裁�

u 軍事的な“巻き込まれ”�

　米軍に対する後方支援�

　　　�
　　「重要影響事態」と認定されれば、自衛隊は米軍等への後方支援ができる�

　　「存立危機事態」と認定されたら、集団的自衛権を行使して武力行使が可能　　　　�

�

�

�
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台湾有事の際に考えられる国連の対応�

�

u 安保理　中国の拒否権により、決議は成立せず。�

u 総会　中国の武力行使を非難する決議。拘束力なし。�

u 総会による「平和のための結集決議」（有志連合軍の結成）：
仮に採択されても、米国以外に参加する国ありや？�

u 国連事務総長の停戦仲介�

u 人道的支援（難民保護、ユニセフ、WFPなど）�

�

�

�
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18歳意識調査 
「第53回 –国家
安全保障–」 報
告書�
�
�
　　日本財団 �
　　2023年2月8日�
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（注）各国の１８歳以上男女１，０００～２，０００サンプル程度の意識調査結果�
（資料）World Values Survey HP (2021.1.29)世界数十カ国の大学・研究機関
の研究グループが参加し、共通の調査票で各国国民の意識を調査。�

もし戦争が起こったら、国のために戦うか？	
　　（世界価値観調査、２０１７～２０２０）	
	



＋２℃	

２０２４年（英気象庁予測）�
４２３　ppm	
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産業革命以降の約 130 年間で既に
約 0.85 ℃上昇	

気候変動　ー　地球沸騰化の危機�



３、日本にとってのこれからの主要課題�

	
•  少子高齢化�

•  経済力の低下�

•  国際的な影響力の低下�

•  課題解決先進国としての役割�

•  グローバル・リーダーシップの発揮�
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日本の人口の推移�

縮むニッポン : 50年後の人口8700万人、4割が高齢者に—国立社
会保障・人口問題研究所推計� 2023.04.26	

「将来推計人口」
によると、2020年
に1億2615万人
だった日本の総人
口は、56年に1億
人を割り、70年に
8700万人に落ち
込む。�
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　（出典：社会実情データ図録）	

日本の人口の超長期推移�
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2024年世界GDPランキング�

出典：IMF�



国連安保理改革、日本の常任理事国入り�

－準常任理事国（ビジネスクラス）でいいではないか�
�

「メンバー国にとっての選択は、１０年、２０年かかっても完璧な解決を追
求するか、準常任理事国の線でいま妥協の道を探求するかである。後者であ
れば合意形成は可能であろうと確信する」（コフィー・アナン事務総長）�
	

航空機の座席にたとえて言えば、安保理の現状は「ファーストクラス」が
５席、「エコノミークラス」が１０席あるわけだが、ここに新しく「ビジ
ネスクラス」の枠を設けようというのがこの考えである。ビジネスクラス
が数席できれば、貢献能力の高い国で多数の国の再選支持を確保できる実
力国には、１００パーセントの確証はないとしても、“事実上の常任
性”への道が大きく開かれることになる。（大島賢三元国連大使）�
	

「準常任理事国創設へ国連憲章改正を」　吉川元国連大使 
政治	
　　　　　　　　　　　　　　　　　　2022年4月19日�
�



日本が世界のためにできること�
�

u 米国ほか民主主義国との連携と協調�

u 国連及び他の国際機関の機能強化のためのイニシアチブ�

•   特に,安保理改革、国連総会の活用、WHO, WTO�

u 平和と発展のための積極的な国際的イニシアチブ。�

•    国連の平和維持活動への積極的参加�

•  　核軍縮�

•  　北朝鮮の核開発阻止�

•  　ODAの拡大�

•  　SDGｓの推進（２０２５年大阪万博）�

•  　気候変動対策�

u 国際機関トップの獲得と邦人職員増大�
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日本は異常な国ではなく、世界が抱えることになる多くの課題　ー　急速
な高齢化、経済の停滞、自然災害のリスク、米中対立のはざまなど　ー　
の先駆者だ。�
（様々な課題を抱えてはいるが）２０１０年代の個人所得の伸び率は、米
独に次ぐ３位の高い伸びだ。主要な債権国であり、世界３位の経済大国。
長寿国で、最大のテクノロジー投資国、５G企業のパイオニア、ユニクロか
ら任天堂までの数々のブランド、ロボット、センサーなど。米中対立の間
で重要な役割を持つ。�

課題の先駆者としての日本への国際的な期待�
�
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�
１１月５日、「もしトラ」なら？�
�
�
u 米国の国際的モラル・リーダーシップの劣化�
　　リベラルな国際秩序、国連など多国間協力体制へのダメージ。�
　　�
u 同盟国との関係にあつれき。特にNATO。�

u 地域主義、ミニ・バイ・ユニラテラリズムへの傾斜�

u ウクライナ戦争、イスラエルの対ハマス、ヒスボラ、イラン紛争への不安定な影
響�

　�
u 中露北朝鮮などの権威主義国との一貫性を描いた関係�

　　�
�
	



　　欧州はドナルド・トランプとどのように交渉すべきか�
　　言葉を深読みするのは禁物、カネの亡者として対応を�
　　（英フィナンシャル・タイムズ紙　2024年2月25日付） 

u トランプは、側近中の側近でさえ理解に苦しむほどにトランザク
ショナルな人物だ。彼は、富とは国家が奪い合う一切れのケーキの
ようなものだと理解されていた世界に住んでいる。汝の取り分が増
えれば我の取り分が減る、という世界だ。　米国が対中国貿易で経
常赤字を出していれば、その事実によって米国は負けていることに
なる。�

u 　北大西洋条約機構（NATO）の費用を不釣り合いに多く負担してい
れば、米国はカモにされているとの考え。その対価として米国が何
を得ているかは一切問わない。�

u トランプは多少のカネのために欧州を売り飛ばすことを厭わない。
だが、多少のカネを出してやれば、売り飛ばさないよう説得するこ
ともできる。もし欧州大陸諸国が防衛費を増やせば——すでに増や
し始めている——、NATO（北大西洋条約機構）に対するトランプの
主たる不満は本当に解消される。賄賂が有効だという意味ではない
が、カネで動く人物なのだ。それも法外な金額でなくてもいい。�
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新しい世界の無秩序�

　　　　　　�

 アメリカが国際機関から後退するならば、他の国々が前
進しなければならない　�

　国際秩序への脅威は誰にとっても重くのしかかってお
り、アメリカもその一部だ。しかし、もしアメリカが後
退するのであれば、他の国々が前進しなければならず、
その中でも日本やドイツのような中堅国や、インドやイ
ンドネシアなどの新興国が特にその役割を果たす必要が
ある。	
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�
国際連合（UN）は官僚的でイライラすることもある。それにもかかわら
ず、国際秩序は守る価値がある。国際連合（UN）、NATO、そして核拡
散防止条約（NPT）などの多国間の取り組みは、平和を確実にするわけ
ではないが、戦争をより少なくし、制約をかけるのに役立つ。�
�
（2020年6月20日付英エコノミスト誌）�



４、さて、私たちはこの閉塞感漂う社会の中でどう生きるか？�

	

私たちが新型コロナ禍から学んだこと�

�

u 人生は精一杯生きるもの、貯めておくものではない。�
u 災禍、死は突然にやってくる。悔いのない人生を送るべき。�

u 医学、科学、テクノロジーを信じることが大事。�
u 一国だけでは対応できない。国際協力が不可欠。�

u グローバル化（モノ、ヒト、カネ、情報の国際的な流れの加
速化）はストップしないが、世界は分断される。�

u 自分の命は自分で守るしかない。�
�
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我が国と諸外国の若者の意識に関する内閣府調査（２０１８年度）�

日本の若者の将来イメージ�



世界で活躍するのは意義がある�

�

Ø 　仕事の充足感が得られる　�

Ø 　人生に生きがいを見つける　�

Ø 　多様な人々と接し視野が広くなる�

Ø 　外向的、社交的になり、世界中に友達ができる�

Ø 　高い報酬が得られる�

Ø 　家族・同僚が誇りに思う�
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国連WFP�
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出典：令和4年版高齢社会白書（全体版） 

　高齢者（６５歳以上）の生きがい（喜びや楽しみ）を感じる程度�
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生きがい（喜びや楽しみ）の割合が高い高齢者：�
 
l 趣味をともにする、お茶や食事を一緒にするなど近所の人との付き

合いをしている人�

l 親しくしている友人・仲間を、より多く持っている人�

l ふだん外出する頻度がより多い人�

l パソコンの電子メールによる家族等との連絡や、インターネットによる
ショッピング、SNSの利用などをしている人�

l 収入の伴う仕事をしたり、社会活動に参加したりしている人�

出典：令和4年版高齢社会白書（全体版） 



36	

世界で起きている問題の解決のために私たちができること�
�
�
u 　情報を集め、問題のありかを知る。�
　　—　テレビ、新聞、インターネット�

u 　意見を伝え、議論する。�
　　—　投書、Eメール、SNS�

u 　社会問題に配慮した商品やサービスを選ぶ。�

u 　支持が得られる政治家を選ぶ。�

u 　ボランティア活動に参加する。�

u （特に若い人は）グローバルに活躍できる機会を追求する。　�


